　一般社団法人東海日中貿易センターでは1994年4月より中国の専門機関とタイアップし、中国企業信用調査を行っております。中国企業信用調査は、既存・新規の取引先、競合他社のベンチマーク、合弁パートナー候補などに対する調査です。中国全土に及ぶ情報ルートにより、貴社のご要望にお応えできるよう中国企業をあらゆる角度から調査し、調査報告書（日本語）をお届致します。
また、依頼者に関する情報（社名その他）は日本国内に留め、当センターから中国の専門機関（提携先調査会社）に提供することもありませんので、安心してご利用いただけます。
調査タイプと内容
① 総合信用調査　　② ビジネス信用調査　　
	
	①
	②
	
	
	①
	②

	企業概要・登記情報
	○
	○
	
	現地訪問とコメント（外観写真を添付する場合あり）
	○
	×

	登記の変更記録
	○
	○
	
	
	
	

	株主構成
	○
	○
	
	財務情報（貸借対照表、損益計算書の合計金額、通常2年分）
	○
	○

	法人株主の概要
	○
	○
	
	
	
	

	投資状況（子会社、関連会社の情報）
	○
	○
	
	経営分析（業界平均との比較）
	○
	○

	株主の投資状況（他社への投資等）
	○
	○
	
	取引金融機関
	△
	△

	董事構成
	○
	○
	
	抵当状況
	△
	△

	組織構成
	○
	○
	
	公的な賞罰記録
	△
	△

	従業員構成
	○
	○
	
	訴訟記録
	△
	△

	保有建物・設備
	○
	○
	
	企業・業界の現状と見通し
	○
	○

	事業の概要
	○
	○
	
	ＳＷＯＴ分析
	○
	×

	仕入・販売状況（品目、現地調達率、国内販売・輸出比率、決済方法、遅延情報等）
	○
	○
	
	信用評価格付
	○
	○

	
	
	
	
	調査項目の追加（要事前確認。オプションとして追加料金が必要）
	○
	×

	税関情報（貿易権の有無、税関コード）
	○
	○
	
	
	
	


※△は情報を入手できないケースが多いことを示します。
	
	
	所要日数
	会員企業
	非会員企業

	総合信用調査

	普通
	25日
	６５,０００円
	９８,０００円

	
	至急
	15日
	９８,０００円
	１４７,０００円

	ビジネス信用調査


	普通
	20日
	３５,０００円
	５３,０００円

	
	至急
	10日
	５３,０００円
	８０,０００円


調査料金（消費税別）

　※所要日数は、正式受付日（詳細は後記）の翌日からワーキングデーで起算したものです。日本および中国の祝祭日（春節、国慶節等）はカウントされません。

申込の流れ：
①裏面「申込書」に必要事項を記入し、ＥメールまたはＦＡＸで送付
　　　プレ調査の結果、問題があると判明した場合を除き、申込後にキャンセルはできません。
　　②申込日の翌日から3営業日以内にプレ調査(調査可否の現地確認)を行い、回答します。

　　③プレ調査の結果、問題がなければ正式受付とします。
　　　調査不可と判断された場合は、その結果をご連絡します。料金はいただきません。
　　④日本語調査レポート(PDFファイル)を上記所要期間内にメールにて送付
　　　※ご請求書は別途お送りします。以上の流れは会員企業からのお申し込みの場合に限ります。
　　お問い合わせ・お申込み

一般社団法人 東海日中貿易センター 業務グループ
ＴＥＬ：０５２－２１９－４８２０　　ＦＡＸ：０５２－２１９－４８２３

URL　https://www.tokai-center.or.jp　E-mail: gyoumu@tokai-center.or.jp　
　　　　　　　2022.6　　
一般社団法人東海日中貿易センター　業務グループ宛
メール：gyoumu@tokai-center.or.jp　ＦＡＸ：０５２－２１９－４８２３
中国企業信用調査 申込書
＜調査対象企業＞

調査対象企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所　　在 　 地：　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｔ 　 Ｅ　　Ｌ：　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＜調査タイプ＞　※□内に印（☑または■）をご記入下さい。

　①総合信用調査　　　　　　□　普　通　　　　□　至　急

　②ビジネス信用調査　　　　□　普　通　　　　□　至　急

＜条件確認＞　※調査開始後のトラブルを防止するため、□の箇所に必ず☑をお願いします。
　　　　　　　　☑がない場合は、調査をお受けいたしませんのでご了承願います。
　①直接調査の可否　　　　　☐　可　　　　　　☐　不　可

　企業信用調査では、提携先の調査会社が調査対象企業に直接問い合わせることを【直接調査】と呼び、直接調査と行政機関等から情報収集を図る【間接調査】を通して、報告書を作成しております。調査に際して、依頼者の情報が明らかになることは決してありませんが、「直接調査」によって調査が行われていることを察知される可能性がございます。一方で「直接調査」を行わない場合、情報量が大幅に少なくなる恐れがあります。

　②財務情報の内容の確認　　□　財務情報が部分開示または非開示であっても調査希望
　　「部分開示」とは・・・
　　　財務諸表（貸借対照表及び損益計算書）における合計金額のみの開示になることを指します。
中国当局の方針により、2020年以降、財務諸表の細部の勘定科目は開示されなくなりました。
2020年以降に非上場企業を調査した場合に、開示される科目は次の通りです。
＜貸借対照表＞　※カッコ書きは日本での呼称。
資産総額（総資産）
負債合計
所有者持分合計（資本合計）
負債及び所有者持分総額（負債及び資本合計）
＜損益計算書＞
主要業務収入（売上高、営業収益）
利益総額（税引前利益）
所得税（法人所得税費用）
純利益（当期利益）
ご記入いただいたお客様の個人情報は、当センターの個人情報保護方針に基づき適正な取扱いをいたします。

詳細は当センターHP（https://www.tokai-center.or.jp/privacypolicy/）をご覧ください。
一般社団法人 東海日中貿易センター


中国企業信用調査





申込日：２０２　　年　　　月　　　日


貴 社 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


住　　所：〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


部署・役職：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


Ｔ Ｅ Ｌ：　　　 　　　　　　　Eメール　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　　　　　　　

















